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平成 19 年3月期      個別中間財務諸表の概要     平成18年 11 月13 日 
 
上 場 会 社 名        株式会社 中電工 上場取引所 東京 
コ ー ド 番 号        1941 本社所在都道府県 
（ＵＲＬ  http://www.chudenko.co.jp） 広島県 
代  表  者 役職名 取締役社長     氏名 加藤 義明 
問合せ先責任者 役職名 専務取締役経理部長 氏名 中山 宏一       ＴＥＬ (082)291－7415 
決算取締役会開催日  平成18 年11 月 13 日           配当支払開始日  平成18 年 12 月 5 日 
単元株制度採用の有無  有(１単元  100 株) 
 
１． 18 年9 月中間期の業績(平成18年 4 月1 日～平成18 年9 月 30 日) 
(1)経営成績                            （記載金額：百万円未満切捨） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
18 年9 月中間期 
17 年9 月中間期 

47,160 
47,801 

△ 1.3 
2.2 

△ 2,380 
△ 2,111 

－ 
－ 

511 
799 
△ 36.1 
△ 4.3 
 18 年3 月期 112,790  △ 2,179  4,227  

 
 

中間(当期)純利益 
1 株当たり中間 
(当期)純利益  

 百万円 ％   円 銭   

18 年9 月中間期 
17 年9 月中間期 

△ 2,004 
44 

－ 
△ 76.3 

△ 34.59 
0.77 

   

18 年3 月期 1,865  31.65    
(注)①期中平均株式数 18年 9月中間期 57,932,961株 17年9 月中間期 57,206,494株 18 年3月期 57,362,231株 
②会計処理の方法の変更  無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり 
純資産 

  百万円  百万円 ％ 円  銭 

18 年9 月中間期 
17 年9 月中間期 

228,023 
237,251 
 

 184,810 
188,217 

 81.0 
79.3 

3,189.37 
3,288.03 

18 年3 月期 249,330  193,863  77.8 3,349.67 
(注)①期末発行済株式数 18年 9月中間期 57,945,912株 17年 9月中間期 57,243,035株 18年3 月期 57,860,383株 
②期末自己株式数  18年9 月中間期  7,192,205株 17年 9月中間期  7,895,082株 18 年3月期  7,277,734 株 
 
２．19 年 3月期の業績予想(平成18 年4 月 1日～平成 19 年 3 月31 日) 
 

売 上 高     経常利益 当期純利益 

  百万円  百万円  百万円 
通   期 121,000  4,400  200  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   3円 45 銭 
 
３．配当状況 

・現金配当 1 株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

18 年3 月期 10.00 10.00 20.00 

19 年3 月期（実績） 10.00 －  

19 年3 月期（予想） － 10.00 20.00 

 
※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は経済情勢等様々な不確定要因により予想数値と異なる場合があります。 
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中 間 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円…端数切捨） 

当中間会計期間末 
(18.9.30) 

前中間会計期間末 
(17.9.30) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(18.3.31)                  期 別 

科 目 
金  額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 

（ 資 産 の 部）       

流 動 資 産 69,994 30.7 64,772 27.3 73,594 29.5 

現 金 預 金 10,207  12,841  11,854  

受 取 手 形 8,478  7,037  6,990  

完 成 工 事 未 収 入 金 16,199  15,368  24,540  

有 価 証 券 8,795  4,764  4,765  

未 成 工 事 支 出 金 13,239  11,234  8,542  

材 料 貯 蔵 品 229  227  229  

そ の 他 13,094  13,560  16,976  

貸 倒 引 当 金 △ 249  △ 264  △ 304  

       

固 定 資 産 158,029 69.3 172,478 72.7 175,736 70.5 

建 物 ・ 構 築 物 15,514  16,837  16,328  

土 地 11,259  11,461  11,426  

その他の有形固定資産 1,131  1,135  796  

無 形 固 定 資 産 345  248  283  

投 資 有 価 証 券 115,459  128,269  134,120  

繰 延 税 金 資 産 9,662  7,312  5,057  

そ の 他 の 投 資 5,058  7,837  8,153  

貸 倒 引 当 金 △ 401  △ 623  △ 429  

       

資 産 合 計 228,023 100.0 237,251 100.0 249,330 100.0 
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（単位：百万円…端数切捨） 

当中間会計期間末 
(18.9.30) 

前中間会計期間末 
(17.9.30) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(18.3.31)                  期 別 

科 目 
金  額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 

（ 負 債 の 部）       

流 動 負 債 25,738 11.3 23,772 10.0 30,080 12.0 

支 払 手 形 182  436  259  

工 事 未 払 金 16,364  15,911  22,498  

未 払 法 人 税 等 110  134  907  

未 成 工 事 受 入 金 6,102  5,053  3,256  

完成工事補償引当金 17  22  21  

受注工事損失引当金 614  181  220  

そ の 他 2,346  2,033  2,915  

       

固 定 負 債 17,474 7.7 25,261 10.7 25,386 10.2 

退 職 給 付 引 当 金 16,554  24,350  24,362  

役員等退職慰労引当金 776  775  887  

そ の 他 143  135  137  

       

負 債 合 計 43,212 19.0 49,034 20.7 55,467 22.2 

（ 資 本 の 部）       

資 本 金 － － 3,481 1.5 3,481 1.4 

資 本 剰 余 金 － － 37 0.0 78 0.0 

資 本 準 備 金 －  25  25  

そ の 他 資 本 剰 余 金 －  12  53  

利 益 剰 余 金 － － 193,841 81.7 195,090 78.3 

利 益 準 備 金 －  870  870  

任 意 積 立 金 －  185,013  185,013  

中間(当期)未処分利益 －  7,957  9,206  

その他有価証券評価差額金 － － 2,531 1.0 5,975 2.4 

自 己 株 式 － － △ 11,674 △ 4.9 △ 10,763 △ 4.3 

資 本 合 計 － － 188,217 79.3 193,863 77.8 

負債及び資本合計 － － 237,251 100.0 249,330 100.0 
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当中間会計期間末 
(18.9.30) 

前中間会計期間末 
(17.9.30) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(18.3.31)                  期 別 

科 目 
金  額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 

（純資産の部）       

株 主 資 本 185,386 81.3 － － － － 

資 本 金 3,481 1.5 － － － － 

資 本 剰 余 金 84 0.0 － － － － 

資 本 準 備 金 25  －  －  

その他資本剰余金 59  －  －  

利 益 剰 余 金 192,457 84.4 － － － － 

利 益 準 備 金 870  －  －  

その他利益剰余金 191,586  －  －  

固定資産圧縮積立金 1,679  －  －  

別 途 積 立 金 183,400  －  －  

繰越利益剰余金 6,507  －  －  

自 己 株 式 △ 10,637 △ 4.6 － － － － 

評価・換算差額等 △ 575 △ 0.3 － － － － 

その他有価証券評価差額金 △ 575 △ 0.3 － － － － 

純 資 産 合 計 184,810 81.0 － － － － 

負 債 純 資 産 合 計 228,023 100.0 － － － － 
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中 間 損 益 計 算 書 

（単位：百万円…端数切捨） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度の要約損益計算書                  期 別 
科 目 (18.4.1～ 

18.9.30) 百分比(%) 
(17.4.1～ 
17.9.30) 百分比(%) 

(17.4.1～ 
18.3.31) 百分比(%) 

       

完 成 工 事 高 47,160 100.0 47,801 100.0 112,790 100.0 

完 成 工 事 原 価 43,298 91.8 43,810 91.7 102,919 91.2 

完 成 工 事 総 利 益 3,861 8.2 3,990 8.3 9,871 8.8 

販売費及び一般管理費 6,242 13.2 6,102 12.7 12,050 10.7 

営 業 損 失 （ △ ） △ 2,380 △ 5.0 △ 2,111 △ 4.4 △ 2,179 △ 1.9 

       

       

営 業 外 収 益 2,907 6.1 2,932 6.1 6,451 5.7 

受 取 利 息 40  30  68  

そ の 他 2,866  2,901  6,383  

営 業 外 費 用 15 0.0 20 0.0 44 0.1 

経 常 利 益 511 1.1 799 1.7 4,227 3.7 

       

       

特 別 利 益 10,453 22.1 128 0.2 259 0.2 

特 別 損 失 13,555 28.7 779 1.6 1,168 1.0 

       

       

税引前中間(当期)純利益 
又は税引前中間純損失(△) 

△ 2,590 △ 5.5 149 0.3 3,319 2.9 

法人税、住民税及び事業税 51 0.1 516 1.1 1,876 1.6 

法 人 税 等 調 整 額 △ 637 △ 1.4 △ 410 △ 0.9 △ 421 △ 0.4 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 
又 は 中 間 純 損 失 ( △ ) 

△ 2,004 △ 4.2 44 0.1 1,865 1.7 

前 期 繰 越 利 益 －  7,913  7,913  

中 間 配 当 額 －  －  572  

中間(当期)未処分利益 －  7,957  9,206  

       



  －27－

中 間 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 
当中間会計期間（自 平成 18 年4 月 1日  至 平成18 年9 月30 日）      （単位：百万円…端数切捨） 

株 主 資 本 
評価・換算
差額等 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資本 
準備金 

その他資本 
剰余金 

利益 
準備金 固定資産 

圧縮積立金 
別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

純資産 
合計 

平成 18 年 3 月 31 日 
残高 

3,481 25 53 870 1,613 183,400 9,206 △10,763 187,887 5,975 193,863 

中間会計期間中の 
変動額 

           

平成 18 年 6 月 29 日 
開催の定時株主総会の 
決議事項 

    0  △629  △628  △628 

 剰余金の配当       △578  △578  △578 

 役員賞与       △50  △50  △50 

 
固定資産圧縮積立金
の積立 

    75  △75  －  － 

 
固定資産圧縮積立金
の取崩 

    △74  74  －  － 

固定資産圧縮積立金
の積立 

    81  △81  －  － 

固定資産圧縮積立金
の取崩 

    △15  15  －  － 

中間純損失（△）       △2,004  △2,004  △2,004 

自己株式の取得        △3 △3  △3 

自己株式の処分   5     129 135  135 

株主資本以外の項目 
の中間会計期間中の 
変動額（純額） 

         △6,551 △6,551 

中間会計期間中の 
変動額合計 

－ － 5 － 66 － △2,699 125 △2,501 △6,551 △9,052 

平成 18 年 9 月 30 日 
残高 

3,481 25 59 870 1,679 183,400 6,507 △10,637 185,386 △575 184,810 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(ｲ) 有価証券 

(1)子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定している） 

時価のないものについては移動平均法による原価法 

(ﾛ) たな卸資産 

(1)未成工事支出金  個別法による原価法 

(2)材料貯蔵品 

①汎用品  総平均法による低価法 

②汎用品以外  個別法による低価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(ｲ) 有形固定資産  定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については定額法によっている。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

(ﾛ) 自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

３．引当金の計上基準 

(ｲ) 貸倒引当金 

売上債権・貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

(ﾛ) 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間会計期間末に至る１年間の完成工事高に対する将来

の見積補償額に基づいて計上している。 

(ﾊ) 受注工事損失引当金 

当中間会計期間末未成工事のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、

その損失見込額を計上している。 

(ﾆ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生していると認められる額を計上している。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理することとしている。 

(ﾎ) 役員等退職慰労引当金 

役員・準役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間会計期間末要支給額を計上している。 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(ｲ)消費税等の会計処理 

消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号 平成 17

年 12 月 9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

8 号 平成17 年12 月 9日）を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、184,810 百万円である。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に伴い、

改正後の中間財務諸表等規則により作成している。 

 

注記事項 
（中間貸借対照表関係） 
当中間会計期間末 
（平成 18 年 9 月 30 日） 

前中間会計期間末 
（平成 17 年 9 月 30 日） 

前事業年度末 
（平成 18 年 3 月 31 日） 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 
24,218 百万円 

 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 
26,120 百万円 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 
23,789 百万円 

２  
 
２ 偶発債務（保証債務） 
連結子会社の高所作業車の
リース契約に対し、次の債務保
証をしている。 
㈱中電工テクノ広島 

0 百万円 
 

２  
 

３ 中間会計期間末日満期手形
の会計処理については、手形交
換日をもって決済処理してい
る。 
なお、当中間会計期間の末日
は金融機関の休日であったた
め、次の満期手形が中間会計期
間末日残高に含まれている。 
受取手形 495 百万円 
 

３  ３  
 

 
 
（ 中間損益計算書関係）  

当中間会計期間 
（自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 9 月 30 日) 

前中間会計期間 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 9 月 30 日) 

前事業年度 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日) 

１ 営業外収益「その他」のうち
主要なもの 
有価証券利息 2,432 百万円 

１ 営業外収益「その他」のうち
主要なもの 
有価証券利息 2,459 百万円 

１ 営業外収益「その他」のうち
主要なもの 
有価証券利息 5,191 百万円 

２ 特別利益のうち主要なもの 
退職給付信託設定益 
 10,266百万円 
 

２ 特別利益のうち主要なもの 
固定資産処分益 
建物・構築物 66百万円 
土地 62 
計 128 
 

２  
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当中間会計期間 
（自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 9 月 30 日) 

前中間会計期間 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 9 月 30 日) 

前事業年度 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日) 

３ 特別損失のうち主要なもの 
過去勤務費用償却額 
 12,917百万円 
減損損失 
 468 
 

３ 特別損失のうち主要なもの 
固定資産処分損 
建物・構築物 129 百万円 
土地 1 
計 131 

減損損失 
 616 
投資有価証券評価損 
 29 

３ 特別損失のうち主要なもの 
減損損失 616 百万円 
 

 
 

 

４ 減価償却実施額 
有形固定資産 
 618 百万円 
無形固定資産 
 47 

４ 減価償却実施額 
有形固定資産 
 750 百万円 
無形固定資産 
 36 

４ 減価償却実施額 
有形固定資産 
 1,422 百万円 
無形固定資産 
 73 

５ 減損損失 
当中間会計期間において、当
社は以下の資産グループについ
て減損損失を計上している。 
 

用途 種類 場所 
減損損失 
（百万円） 

事業用
資産 

土地・
建物 

東京都 
大田区他 

468 

 
当社は、事業用資産については
管理会計上の区分を基準に主とし
て営業所単位に、賃貸用資産及び
遊休資産については個別にグルー
プ化し、減損損失の判定を行った。 
その結果、東京本部の事業用資
産の一部については、経営環境の
悪化により、当該資産の帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失（468 百万円）
として特別損失に計上している。
その内訳は、土地 163 百万円、建
物 305 百万円である。 
なお、当該資産の回収可能価額
は、正味売却価額（固定資産評価
額を基礎に公示価額相当額へ調整
を行った額）により算定している。 

５ 減損損失 
当中間会計期間において、当
社は以下の資産グループについ
て減損損失を計上している。 
 

用途 種類 場所 
減損損失 
（百万円） 

遊休 
資産 

土地・
建物 

山口県
長門市 

616 

 
当社は、事業用資産については
管理会計上の区分を基準に主とし
て営業所単位に、賃貸用資産及び
遊休資産については個別にグルー
プ化し、減損損失の判定を行った。 
その結果、上記の遊休資産につ
いては福利厚生施設として使用し
てきたが、運営廃止により遊休状
態となり当事業年度末までに売却
が予定されており売却損の発生が
見込まれるため、当該資産の帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失（616 百万
円）として特別損失に計上してい
る。その内訳は、土地 267百万円、
建物 349百万円である。 
なお、当該資産の回収可能価額
は、売買契約価額に基づき評価し
ている。 
 
 

５ 減損損失 
当期において、当社は以下の資
産グループについて減損損失を計
上している。 
 

用途 種類 場所 
減損損失 
（百万円） 

遊休 
資産 

土地・
建物 

山口県
長門市 

616 

 
当社は、事業用資産については
管理会計上の区分を基準に主とし
て営業所単位に、賃貸用資産及び
遊休資産については個別にグルー
プ化し、減損損失の判定を行った。 
その結果、上記の遊休資産につ
いては福利厚生施設として使用し
てきたが、運営廃止により遊休状
態となり、当期中の売却による売
却損の発生が見込まれたため、当
該資産の帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損
失（616 百万円）として特別損失
に計上している。その内訳は、土
地 267百万円、建物349百万円で
ある。 
当該資産の回収可能価額は、売
買契約価額に基づき評価してい
る。 
なお、当該遊休資産は当期末ま
でに既に売却済である。 
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（中間株主資本等変動計算書関係）  

当中間会計期間（自 平成 18 年 4 月 1 日 至 平成 18 年 9 月 30 日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

普通株式（注） 7,277 2 87 7,192 

（注）普通株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は、ストックオプションの権利
行使に伴う減少87 千株及び単元未満株式の買増請求による減少0 千株である。 

 
 
（リース取引関係）  

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 

 
 
（有価証券関係）  

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはない。 
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（ご参考） 
１．工事種別 受注高・売上高・次期繰越高 

 
（１） 受 注 高 （単位：百万円…端数切捨） 

当中間会計期間 前中間会計期間    (△) 前事業年度 
区 分 (18.4.1～ 

18.9.30) 
構成比 
％ 
(17.4.1～ 
17.9.30) 

構成比 
％ 
増 減 

増減率 
％ 
(17.4.1～ 
18.3.31) 

構成比 
％ 

配 電 線 工 事 10,595 17.5 10,898 19.4 △303 △2.8 22,321 19.4 
発 送 変 電 工 事 1,788 3.0 958 1.7 830 86.6 2,070 1.8 

地 中 線 工 事 735 1.2 929 1.7 △194 △20.9 1,659 1.4 
情 報 通 信 工 事 3,423 5.7 2,908 5.2 514 17.7 5,655 4.9 
一般内外線工事 34,429 57.0 31,097 55.4 3,332 10.7 64,034 55.5 

空 調 管 工 事 9,454 15.6 9,329 16.6 124 1.3 19,652 17.0 
合 計 60,427 100.0 56,123 100.0 4,304 7.7 115,393 100.0 

 

 
（２） 売 上 高 

当中間会計期間 前中間会計期間    (△) 前事業年度 
区 分 (18.4.1～ 

18.9.30) 
構成比 
％ 
(17.4.1～ 
17.9.30) 

構成比 
％ 
増 減 

増減率 
％ 
(17.4.1～ 
18.3.31) 

構成比 
％ 

配 電 線 工 事 10,544 22.4 10,770 22.5 △226 △2.1 22,292 19.8 
発 送 変 電 工 事 575 1.2 785 1.7 △210 △26.8 1,852 1.6 

地 中 線 工 事 472 1.0 390 0.8 82 21.2 1,484 1.3 
情 報 通 信 工 事 1,556 3.3 1,693 3.5 △136 △8.1 5,226 4.6 
一般内外線工事 25,847 54.8 26,762 56.0 △915 △3.4 63,711 56.5 

空 調 管 工 事 8,163 17.3 7,398 15.5 765 10.3 18,223 16.2 
合 計 47,160 100.0 47,801 100.0 △640 △1.3 112,790 100.0 

 

 
（３） 次期繰越高 

当中間会計期間 前中間会計期間    (△) 前事業年度 
区 分 (18.4.1～ 

18.9.30) 
構成比 
％ 
(17.4.1～ 
17.9.30) 

構成比 
％ 
増 減 

増減率 
％ 
(17.4.1～ 
18.3.31) 

構成比 
％ 

配 電 線 工 事 103 0.2 151 0.3 △48 △31.8 51 0.1 

発 送 変 電 工 事 1,910 3.1 651 1.2 1,258 193.1 696 1.5 
地 中 線 工 事 673 1.1 774 1.5 △101 △13.1 410 0.8 
情 報 通 信 工 事 2,850 4.7 1,770 3.3 1,079 61.0 983 2.1 

一般内外線工事 43,491 71.7 38,920 73.2 4,570 11.7 34,908 73.6 
空 調 管 工 事 11,676 19.2 10,887 20.5 788 7.2 10,385 21.9 
合 計 60,704 100.0 53,156 100.0 7,547 14.2 47,437 100.0 

 
 
２．得意先別売上高 
 

当中間会計期間 前中間会計期間    (△) 前事業年度 
区 分 (18.4.1～ 

18.9.30) 
構成比 
％ 
(17.4.1～ 
17.9.30) 

構成比 
％ 
増 減 

増減率 
％ 
(17.4.1～ 
18.3.31) 

構成比 
％ 

中 国 電 力 ㈱ 12,551 26.6 12,956 27.1 △405 △3.1 27,928 24.8 
官 公 庁 2,165 4.6 3,747 7.8 △1,581 △42.2 14,421 12.8 
一 般 民 間 32,444 68.8 31,096 65.1 1,347 4.3 70,440 62.4 

合 計 47,160 100.0 47,801 100.0 △640 △1.3 112,790 100.0 

 


